
現 金 ・ 預 金 7,500,099 営 業 未 払 金 110,667,558

受 取 手 形 56,093,203 未 払 金 70,730,080

営 業 未 収 入 金 142,161,494 未 払 法 人 税 等 17,772,800

貯 蔵 品 2,474,591 未 払 費 用 40,199,193

前 払 費 用 2,929,612 預 り 金 98,853,556

未 収 入 金 4,651 賞 与 引 当 金 33,553,240

そ の 他 の 流 動 資 産 2,719,139 役 員 賞 与 引 当 金 2,956,875

貸 倒 引 当 金 △ 39,578

213,843,211 374,733,302

建 物 133,208,999 長 期 借 入 金

構 築 物 14,325,435 長 期 未 払 金 199,181

機 械 装 置 1,464,019 長 期 リ ー ス 債 務

車 輌 運 搬 具 298,087,744 預 り 保 証 金

工 具 器 具 備 品 1,770,695 退 職 給 付 引 当 金 3,793,000

土 地 11,983,799 役員退職慰労引当金

建 設 仮 勘 定 長 期 繰 延 税 金 負 債

有 形 リ ー ス 資 産 3,992,181

460,840,691 378,725,483

営 業 権

借 地 権 23,123,640 資 本 金 10,000,000

電 話 施 設 利 用 権 385,992 資 本 準 備 金 388,312

権 利 金 そ の 他 資 本 剰 余 金

無 形 リ ー ス 資 産

23,509,632 資 本 剰 余 金 388,312

出 資 金 利 益 準 備 金 2,500,000

長 期 貸 付 金 498,000 そ の 他 利 益 剰 余 金 339,318,843

保 証 金 14,520,860 別 途 積 立 金 81,100,000

破 産 債 権 更生 債 権 繰 越 利 益 剰 余 金 258,218,843

そ の 他 の 投 資 426,924 利 益 剰 余 金 341,818,843

長 期 繰 延 税金 資 産 17,293,320 自 己 株 式

貸 倒 引 当 金 株 主 資 本 計 352,207,155

32,739,104 その他有価証券評価差額金

517,089,427 評価・換算差額等計

352,207,155

730,932,638 730,932,638

流 動 資 産 計 流 動 負 債 計

科     目科     目

固 定 負 債 計

貸   借   対   照   表

（単位：円）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２０２１年３月３１日）　　　　　　　　　　　　三協貨物株式会社

資  産  の  部

金  額

負  債  の  部

金  額

負 債 及 び 純 資 産 合 計

負 債 合 計

純 資 産 合 計

資 産 合 計

投 資 等 計

繰 延 資 産

純資産の部

有 形 固 定 資 産 計

固 定 資 産 計

無 形 固 定 資 産 計



Ⅰ 重要な会計方針に係る事項に関する注記
１ たな卸資産の評価基準及び評価方法

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切り下げの方法）によっております。

・・・・・ 燃料油脂費については移動平均法に基づく原価法

タイヤチューブについては個別原価法

２ 減価償却資産の減価償却の方法

・・・・・ 定額法

・・・・・ 定額法

但し、電話施設利用権は非償却資産です。

・・・・・

リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とする定額法を採用しております。

３ 引当金の計上基準

・・・・・

・・・・・

・・・・・

・・・・・

４ 消費税等の会計処理方法

Ⅱ 当期純利益金額 47,192,241円

役 員賞 与引 当金 センコー（株）からの出向役員に対する年間賞与を月次均等で計上してお
ります。

退 職給 付引 当金 従業員の退職給付に備えるため、退職給付会計基準に定める簡便法を
採用しております。

個　　別　　注 　記　 表

貯 蔵 品

有 形 固 定 資 産

但し、機械装置及び工具器具備品については、定率法を採用しております。

無 形 固 定 資 産

リ ー ス 資 産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産、

賞 与 引 当 金 従業員に対して支給する賞与に備えるため、支給見込額基準に基づいて
計上しております。

消費税及び地方消費税の会計処理方法は、税抜き方式によっております。

貸 倒 引 当 金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権について貸倒実績率によ
り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、
回収不能見込額を計上しております。


